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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この宗則は、宗制に掲げる基本理念を体し、あらゆる人々が自他共に心豊かに生き

ることのできる社会の実現に貢献する活動を、宗門全体のものとすることを理念として推

進し、その成果を挙げるため、これに必要な推進体制を整備することを目的とする。 

（「御同朋の社会をめざす運動」の推進） 

第２条 前条の規定による活動を「御同朋の社会をめざす運動」（以下「実践運動」という。）

という。 

２ 総局は、基幹運動推進委員会設置規程（平成１４年宗則第１４号）による基幹運動（門

信徒会運動・同朋運動）推進の成果を踏まえ、宗務部門組織規程（平成２４年宗則第１２

号。以下「組織規程」という。）第２条の規定に基づき、実践運動の推進をすべての宗務の

基本理念とし、その総合基本計画（以下「総合計画」という。）を策定するとともに、各宗

務部門をして、これを強力に推進するものとする。 

３ 実践運動は、総局を中心とする中央、地方の一貫した体制のもと、宗門を構成するすべ

ての者が参画し、かつ実践する運動として推進されなければならない。 

   第２章 重点プロジェクト 

（重点プロジェクトの策定） 



第３条 総局は、基本理念に基づく宗務の具体的な実践目標を定め、これを「重点プロジェ

クト」として、計画的かつ強力に推進するものとする。 

２ 重点プロジェクトは、宗門内外の現状や歴史認識、人々の意識、信仰形態などの調査、

分析及び議論に基づいて、総局が策定する。 

３ 総局は、前項の規定による重点プロジェクトの策定にあたり、各宗務部門その他関係機

関に、必要な調査研究を指示するとともに、広く意見聴取を行うものとする。 

（重点プロジェクトの推進） 

第４条 総局は、重点プロジェクトの達成目標とその期限などを定め、実践運動として実効

性ある推進を図るため、宗門関係者に周知するなど必要な措置を講じるものとする。 

   第３章 実践運動の推進体制 

（設置） 

第５条 第２条の規定により、総局のもとに、中央には「御同朋の社会をめざす運動」中央

委員会（以下「中央委員会」という。）を、教区には「御同朋の社会をめざす運動」教区委

員会（以下「教区委員会」という。）を、組には「御同朋の社会をめざす運動」組委員会（以

下「組委員会」という。）を、それぞれ設ける。 

２ 前項のほか、沖縄県宗務特別区（以下「沖縄特区」という。）に、「御同朋の社会をめざ

す運動」沖縄特区委員会（以下「沖縄委員会」という。）を設ける。 

３ 前２項のほか、開教区及び開教地に、それぞれ「御同朋の社会をめざす運動」委員会（以

下「開教地区委員会」という。）を設けることができる。 

    第１節 中央委員会 

（所掌事項） 

第６条 中央委員会は、次の各号に掲げる事項をつかさどる。 

一 実践運動の総合計画及び年度ごとの重点プロジェクト推進計画（以下「推進計画」と

いう。）について協議すること。 

二 実践運動の成果を点検、総括すること。 

三 各宗務機関、宗門関係団体及び教区委員会（以下この宗則においては「沖縄委員会」

を含む。）等からの意見具申及び一般社会の諸課題について協議すること。 

四 総合計画及び推進計画に関連して、総局が指示した事項について協議すること。 

五 教区委員会及び組委員会の実践運動の推進状況について協議すること。 

六 前各号のほか、必要なこと。 

（組織） 

第７条 中央委員会は、委員５０人以内で組織する。 

２ 委員は、宗務機関、宗門関係団体及び教区委員会を代表する者について、総長が委嘱す



る。 

３ 委員の任期は、２会計年度とし、再任されることができる。但し、継続して３期以上再

任されることはできない。 

４ 委員は、総局の総合計画、推進計画及びその達成率に関する指示、評価を、所属する機

関、団体及び各教区委員会に周知するとともに、実践運動及び重点プロジェクトの推進に

当る。 

（委員長及び副委員長） 

第８条 中央委員会に、委員長１人及び副委員長２人を置き、委員のうちから総長が指名す

る。 

２ 委員長は、中央委員会の議事を主宰し、会務を統理する。 

３ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名した

副委員長が、その職務を代行する。 

（常任委員会） 

第９条 中央委員会に、常任委員会を置く。 

２ 常任委員会は、委員長及び副委員長、並びに委員のうちから総長が指名する１０人以上

１５人以内の常任委員で組織する。 

３ 常任委員会は、中央委員会が委任した事項その他必要な事項について、調査、審議する。 

（招集） 

第１０条 中央委員会及び常任委員会は、総長が招集する。 

（意見の聴取など） 

第１１条 中央委員会及び常任委員会に、必要に応じて、専門的知識を有する者、学識経験

のある者その他の関係者を招致し、意見を聴取することができる。 

２ 開教地区委員会の代表者は、総長の承認を得て、中央委員会に出席し、意見を述べるこ

とができる。 

 

    第２節 教区委員会 

（所掌事項） 

第１２条 教区委員会は、次の各号に掲げる事項をつかさどる。 

一 教区（以下この宗則においては「沖縄特区」を含む。）における総合計画及び推進計画

について協議すること。 

二 教区における総合計画及び推進計画を実践し、その成果を点検・総括すること。 

三 実践運動に関して総局が決定した事項を推進実施すること。 

四 組委員会その他教区内から実践運動に関して提起された意見、課題等について協議す



ること。 

五 実践運動の推進について、中央委員会に意見具申すること。 

六 組委員会との連絡調整及び指導に関すること。 

七 前各号のほか、必要なこと。 

（組織） 

第１３条 教区委員会は、委員若干人で組織し、教務所長の進達によって、総長が委嘱する。 

２ 第７条第３項の規定は、教区委員会の委員の任期について準用する。この場合において、

当該教区にやむを得ない事情があるときは、委員の任期の制限に関する規定にかかわらず、

教務所長の進達により、総長の承認を得て、措置することができるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第１４条 教区委員会に、委員長１人及び副委員長２人を置く。 

２ 委員長は、教務所長又は委員の互選した者について、総長が委嘱し、会務を統理する。 

３ 副委員長は、委員のうちから教務所長が推薦する者及び委員の互選した者について、総

長が委嘱し、委員長を助け、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

（区令の制定） 

第１５条 前３条に定めるほか、教区委員会の組織、運営その他必要な事項については、第

７条第２項の規定による中央委員会の組織基準に準じ、それぞれの教区の特殊性及び実情

に応じて、必要な事項を区令で定めるものとする。 

（事務担当） 

第１６条 教区委員会の事務は、当該教区の教務所で担当処理する。 

     

 

第３節 組委員会 

（組委員会） 

第１７条 組委員会は、教区委員会と密接に連携し、組における実践運動の推進と必要な協

議を行い、実動するものとする。 

（準用規定） 

第１８条 前節の規定中、所掌事項及び組織に関する事項（但し、委員が継続して再任され

ることができる期数の制限に関する規定を除く。）については、組委員会について準用する。 

   第４章 連区の実践運動 

（連区の実践運動） 

第１９条 総局は、実践運動を地域の特性に応じて効果的に推進し、広くその展開を図るた

め、連区を単位とする実践運動の推進に必要な措置を講じることができる。 



（各教区委員会の連携及び協力） 

第２０条 前条の規定により、教区委員会は、実践運動の推進実施にあたり、同一連区内の

教区委員会と相互に連絡提携を図り、推進方法や情報の交換、共有など、常に協力して運

営されるものとする。 

   第５章 補則 

（所管部門） 

第２１条 実践運動の推進に関する事項は、重点プロジェクト推進室が所管する。 

（宗達への委任） 

第２２条 この宗則の施行について必要な事項は、宗達で定める。 

   附 則 

１ この宗則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 基幹運動推進委員会設置規程（平成１４年宗則第１４号。以下「旧規程」という。）は、

廃止する。 

３ この宗則施行の際現に廃止される旧規程に基づく基幹運動（門信徒会運動・同朋運動）

推進体制のもとで協議し、又は推進中の事項及びその成果等については、すべてこの宗則

による「御同朋の社会をめざす運動」の推進体制又は組織規程に基づく経常部門で、これ

を引き継ぐものとする。 

４ 総局は、この宗則に基づく所掌事項の事務引継、宗達及び区令の制定、「御同朋の社会を

めざす運動」の推進体制の組織その他の経過措置については、この宗則施行の日にかかわ

らず、あらかじめ必要な準備措置を行うことができる。 

   附 則（平成２６・３・２１－宗則７号） 

 この宗則は、発布の日から施行する。 

   附 則（平成２７・３・２４－宗則６号） 

 この宗則は、発布の日から施行する。 

   附 則（平成２７・１１・１０－宗則１１号） 

 この宗則は、発布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



「御同朋の社会をめざす運動」の実践に関する宗則施行条例 

平 成 ２４ 年 ３ 月 ７ 日 

宗 達 第 １ 号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 中央委員会（第２条・第３条） 

第３章 教区委員会（第４条―第７条） 

第４章 組委員会（第８条・第９条） 

第５章 連区の実践運動（第１０条―第１２条） 

第６章 補則（第１３条） 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 「御同朋の社会をめざす運動」の実践に関する宗則（平成２４年宗則第１４号。以

下「宗則」という。）の施行について必要な事項は、この宗達の定めるところによる。 

   第２章 中央委員会 

（職務） 

第２条 宗則第３章第１節の規定による「御同朋の社会をめざす運動」中央委員会（以下

「中央委員会」という。）は、同宗則第６条の所掌事項について協議し、実践運動を推進

するものとする。 

（組織基準） 

第３条 宗則第７条第２項の規定による中央委員会委員の組織基準については、概ね次の各

号に定めるところによる。 

 一 宗務機関を代表する者 

イ 本山の執行長が本山寺務所員のうちから指名する者 

ロ 直轄寺院の宗務長が当該直轄寺院の職員のうちから指名する者 

ハ 総長がすべての直属寺院の輪番及び主管のうちから指名する者 

ニ 総長が全教区及び沖縄県宗務特別区（以下「沖縄特区」という。）の教務所長及び

沖縄県宗務事務所長のうちから指名する者  

ホ 総長が教区会議長のうちから指名する者 

ヘ 総長が組長のうちから指名する者 

二 宗門関係団体を代表する者 

イ 総長が学事規程（平成２４年宗則第１０号）に基づく龍谷総合学園の関係者のうち

から指名する者 

ロ 総長が所属団体規程（昭和２２年宗則第２２号）その他の諸規則に基づく所属団

体、社会事業団体、連盟体及び会議体の関係者のうちから指名する者 

三 教区委員会を代表する者 



イ 「御同朋の社会をめざす運動」教区委員会（以下「教区委員会」という。）におい

て、それぞれ選出された者 

ロ 「御同朋の社会をめざす運動」沖縄特区委員会（以下「特区委員会」という。）に

おいて選出された者 

２ 総長は、実践運動の理念を踏まえ、全員参画の運動の実現を図るため、中央委員会委員

の組織構成については、特に配慮しなければならない。 

   第３章 教区委員会 

（教区委員会の職務） 

第４条 宗則第３章第２節の教区委員会は、同宗則第１２条の所掌事項について協議し、教

区における実践運動を推進するものとする。 

２ 教区委員会の名称は、「『御同朋の社会をめざす運動』○○教区委員会」とする。 

（区令の制定） 

第５条 教区委員会は、概ね次の各号に掲げる事項を区令で定めるものとする。 

一 委員の資格、選任方法及び定数に関すること。この場合において、委員の資格につい

ては、中央委員会委員に準じて定めることを例とする。 

二 委員長及び副委員長に関すること。 

三 常任委員会を設置する場合には、その旨を規定すること。 

四 運営経費及び運営方法に関すること。 

五 前各号のほか、必要なこと。 

２ 前項の区令は、あらかじめ所務部＜法制・訟務・契約事務担当＞の事前審査を経て、総

局の承認を得なければならない。 

（委員長代行の指名） 

第６条 委員長は、宗則第１４条第３項の規定による副委員長のうちから１人を、あらかじ

め委員長代行として指名することができる。 

（特区委員会） 

第７条 第４条から前条までの規定は、特区委員会について、準用する。 

   第４章 組委員会 

（組委員会） 

第８条 宗則第３章第３節の「御同朋の社会をめざす運動」組委員会（以下「組委員会」と

いう。）は、教区委員会と密接に連携し、組における実践運動の推進と必要な協議を行

い、実動するものとする。 

（組織・運営基準） 

第９条 組委員会の組織、運営その他必要な事項については、当該教区の教区委員会に関す

る区令に準じ、組会の議決を経てこれを定めるものとする。この場合において、組委員会

の委員長及び副委員長の委嘱については、教務所長がこれを行うものとする。 

２ 教務所長は、当該教区の教区委員会及び関係機関との協議を経て、組委員会の統一的な



組織基準を作成することができる。 

３ 前項の組織基準を作成した場合においては、教務所長は、総局に届出るものとする。 

   第５章 連区の実践運動 

（連区協議会） 

第１０条 宗則第４章の規定により、連区における連絡提携及び情報交換、共有などを図

り、実践運動を効果的に推進するため、各連区に協議会（以下「連区協議会」という。）

を設ける。 

（組織） 

第１１条 連区協議会は、会長及び委員若干人で組織する。 

２ 会長は、連区の編成に関する条例（平成１５年宗達第８号）第３条の規定による連区長

をもって充て、連区協議会を主宰し、会務を統理する。 

３ 委員は、連区内の教区委員会委員長及び副委員長をもって充て、必要な事項について協

議する。この場合において、教務所長が教区委員会委員長でないときは、教務所長は委員

となることができる。 

４ 会長は、連区協議会を設置し、又は招集したときは、その組織及び協議結果について、

総局に報告しなければならない。 

（事務局） 

第１２条 連区協議会に事務局を置き、会長たる教務所長の教務所に置き、その事務を担当

処理する。 

   第６章 補則 

（補則） 

第１３条 この宗達に規定するもののほか、実践運動の推進及びその推進体制について必要

な事項は、総長が中央委員会に諮って決める。 

   附 則 

１ この宗達は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 基幹運動推進委員会設置規程施行条例（平成１５年宗達第３号。以下「旧条例」とい

う。）は、廃止する。 

３ この宗達施行の際現に廃止される旧条例に基づく教区、沖縄特区及び組の基幹運動推進

体制のもとで協議し、又は推進中の事項及びその成果については、この宗達による教区委

員会、特区委員会及び組委員会が引き継ぐものとする。 

４ 本則第３章の規定にかかわらず、教務所長は、教区委員会の組織運営等に関する区令を

制定するまでの間、あらかじめ必要な措置を講じることができるものとし、組委員会につ

いても、また同様とする。 

 


